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１ はじめに

千葉大学の教員有志と千葉大学と関係性を持つ方々を

中心としたチームは 2011 年の春から福島県伊達郡川俣

町山木屋地区に入り様々な調査と支援活動を行ってい

る。飯舘村、浪江町と接する山木屋地区は原子力災害に

よる計画的避難区域に指定され、住民は避難中である。

阿武隈山地特有のなだらかな山容の上に広がる落葉広葉

樹やアカマツの里山から多くの恵みを受けつつ、畜産や

畑作、稲作が行われていた。そこには人と自然の良好な

関係性があったが、現在は原子力災害により断たれた状

態にある。

千葉大学園芸学部と川俣町は震災前から農村インター

ンシップを通じた交流があり、それが縁となり山木屋地

区における暮らしの復興をお手伝いさせて頂きたいとい

う想いを強く抱くようになった。大学の教員は科学者で

あり、技術者である。その専門性を問題の理解と解決に

役立てること、それが職業人としての目的でもある。

そのためには目的を地域の方々と共有しなければなら

ない。山木屋地区は帰還、復興に対する強い思いを抱い

ている（たとえば、菅野、2012）。“帰るために前へ進む

”を共通の合い言葉として、地域主体原則に則り、協働

により目的の達成を目指す活動の一部を報告したい。

２．放射性セシウムの広域分布

放射能汚染に対する対策を考えるためには、まず汚染

の実態を把握しなければならない。それは人の暮らしス

ケールにおいて明らかにしなければならない。そこで、

GPS と同期させたガンマ線スペクトロメーターを自動

車に搭載し、広域の空間線量率の分布を計測した。2011

年に行った最初の調査では飯舘村、川俣町を中心に、林

道、農道を走行し、地形や土地利用により変化する空間

線量率の詳細な分布を得た。測定結果は直ちに地域の方

々と共有した（近藤ほか、2011a、2011b)。

自動車を利用した走行サーベイでは道路上の空間線量

率しかわからない。そこで、ザックに GPS と同期させ

た空間線量率計を格納し、山地斜面を歩くことにより詳

細な空間線量率の分布を得る「歩行サーベイ」の手法を

考案し、山木屋地区北部の里山において計測を行った。

その結果、明らかになったことは下記の通りである。

①国や町による公式の測定が行われている谷底平野と比

較して山地斜面の空間線量率が高い。

②東南向き斜面、すなわち福島第一原発方向に向いた斜

面で空間線量率が高い傾向が認められる。

③落葉樹林と比較して針葉樹林で空間線量率が高い傾向

が認められる。

これらの観測事実は封じ込め、除染を含む今後の放射

図１ 歩行サーベイの結果の例：国道沿いでは 1 μ

Sv/h 程度(●)だが、里山流域では最大 2 μ

Sv/h(●)に達する。暮らしの復興には流域単

位の放射能対策と持続的モニタリングが必要。



能対策を立案する際の指針になると考えられる。ただし、

常にこのようなパターンが得られるとは限らず、例外も

存在する。われわれは人に暮らしと関係性がある里山小

流域単位の対策を提案しており、小流域ごとに放射性物

質、空間線量率の分布を計測する方法論を提示した点が

重要であると考えている。

３．住民参加型の空間線量率の計測システム

原発事故から 2 年が過ぎ、今後は半減期が約 30 年の

セシウム 137が重要な放射性核種となる。放射能との闘

いに備えて長期にわたるモニタリングの体制構築が行わ

れなければならない。そのためには地域の方々が自ら計

測できるシステムが役に立つ。計測の精度にこだわる前

に、放射能が高い場所がどこにあるかをまず知る必要が

あるからである。

共著者の山口、早川は浜松ホトニクス(株)が開発した

高感度放射線検出モジュールを用いて、調査者が現場で

空間線量率をモニタリングしながら位置情報とともに記

録できるシステムを開発し、HotSpotFinder と名付けて

製品化した。このシステムを山木屋地区でも活用してい

るが、福島県はじめ多くの地域で住民自らが計測できる

システムとして活用されている。現場では暮らしスケー

ルの放射能モニタリングと対策が急務であるため、行政

による公式記録ではないが住民参加の空間線量率調査と

して暮らしの安全・安心のために役立っている。

里山として暮らしとの関係性があるが、人が入ること

が容易ではない山地斜面においては UAV(Unmanned

Aerial Vehicle)による空間線量率測定が可能である。文

部科学省による航空機モニタリングによるマップ（ホー

ムページにて公開）はフットプリント 300 ～ 600m、飛

行パス間距離約 2000m で計測された情報を空間補間し

て作成されており、里山小流域単位の汚染状況を知るこ

とは困難である。そこで、共著者の高良は小型マルチコ

プター（千葉大学野波研究室開発）による空間線量率の

測定を試みた。山木屋小学校の校庭において行われた実

験では低高度で飛行しながら空間線量率を計測し、地図

化することに成功した。まだ実験段階であるが、専門技

術者でなくとも地域の方々が自ら操縦できるシステムの

開発を進めているところである。

４．里山小流域の放射性セシウムの動態と

法面における流出抑制試験

環境省の除染ガイドラインで幅 20 ㍍を目安に行うと

されている林縁除染のあり方を検討するために、共著者

の小林は 2012 年に試験を行った。丘陵地の落葉広葉樹

林林縁とその下の農地を小規模除染し、林縁から農地へ

の放射性物質の移行阻止法を検討した結果は次の通りで

ある（小林、2013）。

①林縁法面の土壌の放射能は比較的高いので、森林と同

じように草木刈り・落葉除去による除染を行っても、

表面汚染密度の低下は見られなかった。

②林縁法面の除染によって、放射性物質を含んだ土壌等

の侵食が増加するため、侵食防止対策が必要である。

対策には、透水マットを備えた柵の設置が最も費用対

効果が高かった。植生が回復すると、放射性物質の大

きな移行は収まる。

③透水マットを透過流出する水の放射性セシウム濃度は

一般に高くないが、施工後しばらくは浮遊物質が多く、

放射能が高くなる場合があるため、法面からの排水が

直接農地に流れ込まないよう配慮する必要がある。

これらの知見からは、森林の放射性物質汚染対策のあ

り方を次のように考えることができる。

①除染計画の策定のためには、汚染物質の空間的な把握

が必要である。特に森林においては、汚染物質が土壌

にどの程度浸透しているかによって対策の考え方が変

わる。

②林縁を除染する場合は、柵工を施すなどして、放射性

物質の再移行を防止するとともに、除染区域を明示す

る。農地周りの系統的排水処理に配慮する。

③放射性物質が土壌にあまり浸透していない場合は、森

林の落葉・落枝層の処理は放射性物質低減に効果的で

あるが、有機物の燃焼減容処理などの施設を公的機関

は早急に整備する必要がある。

④放射性物質が土壌に浸透している森林では、バーミキ

ュライト土囊設置による吸着処理等の付加措置も検討

する必要がある。

この成果を活かして、里山流域単位の除染・放射能対

策の実験を実施する予定である。

図２ 山木屋小学校における UAV 実験。歩行できな

い斜面林の放射能計測に最新の科学技術を導

入。千葉大学野波研究室Mini Surveyorによる

実験（2012年 8月、TBSで放映）



５．農家による放射能測定結果公開システムの構築と

消費者評価

原発事故以降、福島県産農産物から基準値を超える放

射性物質が検出されたことがマスメディアによって連日

伝えられた結果、危険のない福島県産農産物に対しても

極端な買い控えが発生することとなった。政府や自治体

も、こうした事態を重く受け止め、基準値の引き下げや

モニタリング体制の強化に乗り出したが、2013 年 1 月

現在でも、福島県産農産物は他県産よりも 2～ 5割安い

価格で取引されている（東京都中央卸売市場）。共著者

の松岡、栗原、丸山、石田は、このような深刻な状況に

ある福島県産農産物に対する風評を払拭し、需要を原発

事故前の水準にまで回復させるため、消費者が福島県農

産物を安心して購入できる「生産者参加型のトレーサビ

リティシステム（放射能測定結果公開システム）」を構

築・提案するとともに、当該システムの導入効果（つま

り需要回復の可能性）について実験経済学的方法で検証

した。今回の実験で消費者に提案したシステムの概要は

次の通りである。

①生産者は自分の圃場や作業場で農産物に含まれる放射

性物質を出荷前に測定する（圃場ごとにサンプリン

グ）。

②生産者は、その測定結果をタブレット端末と 3G 回線

などを使ってシステム管理会社のデータセンターに送

信しておく。

③測定結果は、Web サイトで自動的に更新され、即時

公開される。

④小売店では、Web サイトの URL と紐付けられた QR

コードを記載したラベルを印刷し、農産物に貼ってお

く。

⑤消費者は、自分のスマートフォンや、店舗備え付けの

タブレット端末などで QR コードを読み、手に取った

農産物とほぼ同一の放射性物質の含有量を知ることが

できる。

われわれは、福島県川俣町の生産者の協力の下、こう

したトレーサビリティシステムを試験的に構築し、消費

者によるシステム評価を行った。その方法は、試験会場

内に模擬店舗を作成し、そこに主婦を集めて購買行動を

観察するという方法である。なお、その結果については

現在集計中である。

６．里山流域単位の放射能対策を目指した GIS整備

山木屋地区は川俣町南部の約 30km2
を占め、二本松市

東部を経て阿武隈川に合流する口太川の最上流域にあた

る。北東の飯舘村および南東の浪江町との境界は太平洋

流域と阿武隈川流域の流域界となっている。生業として

は阿武隈山地を特徴付ける花崗岩山地特有のなだらかな

地形を利用した酪農ほか、たばこ栽培を中心とした畑作

および口太川低地では水田が営まれている。縫製業、部

品工場も立地しているが、第一次産業を主体とする山村

である。

山村における暮らしに不可欠な水は渓流の伏流水およ

び地下水に依存しており、取水井は居住地背後の里山流

域内に設置されていることが多い。里山の落葉広葉樹は

椎茸栽培のほだ木用の材として利用される他、落葉は高

品質のたばこを生産するための肥料としても利用されて

いる。何よりも里山で採れる山菜は山村の暮らしにとっ

て欠かせない楽しみとなっている。人の暮らしと密接に

関わりを持っている里山の機能を地図化して可視化する

ことが山村の復興の出発点であると考えた。

そこで、オルソ航空写真（2007 年撮影）および基本

図情報としての電子地図を NTT 空間情報（株）より購

入し、GIS の基盤情報として整備した。この GIS の上に

図４ 川俣町の協力農家が放射能測定を自ら行なっ

た結果を QR コードで消費者が知ることができ

る。農作物の安全性について多角的な支援を

実施中。

図３ 法面から畑への移行部分における放射性物質

移行および侵食防止実験。



様々な主題図情報および観測情報を重ねていくことで山

木屋地区の復興計画の策定の一助となることを期待して

いる(近藤、2012）。

その際、重視していることは対策は里山流域単位で行

うという点である。暮らしと関連性のある流域を単位と

して、流域ごとに最適な対策を施したい。その際に研究

者セクターがアドバイザーとして最適な放射能対策、復

興計画を提案し、実現することがわれわれの夢である（夢

とは実現を目指して計画的に行動した上で達成されるも

のである）。

図５は商用 GIS である ArcGIS10 を使って整備中の

GIS の画面の例である。田畑、住宅、道路等の基本情報

と等高線から読み取った居住地背後の里山流域の境界等

がレイヤーとして整備され、空間線量率の観測値もシン

ボルで表示されている。各流域の範囲から、個々の流域

と人の暮らしとの関係性が流域ごとに異なることもわか

る。今後、山林の放射能対策を考える必要があるが、そ

れは決して一律の対策ではなく、流域ごとに除染、封じ

込めといった異なる対策立案も可能であることを示して

いる。

背景は空中写真であるので、常緑針葉樹、落葉広葉樹、

牧草地等を判読することができる。2011 年 3 月の放射

性物質の沈着は土地被覆によって異なることが知られて

いる。杉ヒノキ等の常緑樹では樹冠に多くの放射性物質

が沈着したが、葉を落としていた落葉樹では林床に多く

の放射性物質が沈着している。植生情報は放射能対策策

定の重要な情報である。植生判別については写真判読を

進めているところであるが、航空機による近接リモート

センシングによる観測も 2012年 12月に実施し、解析を

進めているところである。

現在、GIS のプロトタイプを山木屋地区の方々に見て

頂いた段階であり、今後は協力して新たなレイヤーの追

加を行って行きたいと考えている。例えば、水源井の位

置は流域における放射能対策の必要性を決める重要情報

である。人の暮らしにとって重要な地域から対策を講じ

ることができると考えている。

７．おわりに

“問題”に対応するためには、まず“解決”を共有し

た上で、異分野協働で目的の達成を目指す必要がある。

ただし、主体は地域あるいは住民であり、われわれはそ

の中で役割を果たす、役に立つことを目指したい。

山木屋地区をはじめとする中山間地域の生活や農業に

は里山が深く関わっており、その再生なくして地域の復

興は考えられない。その際、森林の除染は画一的に進め

るのではなく、流域や所有地ごとに計画を作成する必要

がある。そのためには住民の主体的な協力は欠かせない。

これまでに 3回の現地説明会をわれわれは開催したが、

情報を共有しながら行政、専門家セクターが住民と協働

で進める放射能対策を望みたい。
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図５ 山木屋復興 GIS。放射能対策やモニタリング結

果、農産物産地情報を地理情報システムで記

録し、同じ課題を抱える方々と共有する。


